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に評価されているのかについての検討である。 日本では 1999 年より東証マザーズなど新興
企業向けの市場にて四半期開示が求められるようになり、 さらに 2003 年には東京証券取引




















  第１と第 2 の検証にあたっては、四半期情報開示制度と他の情報開示システムや制御シ
                                                  
1  ただし音川(2003)、音川(2004)、音川(2010)、Kubota, Suda, and Takehara(2010)などの先行研究でそ
の効果は明らかにされている。 









2.1.1  検証課題 
  第１の検証テーマでは、四半期情報の有用性について検討する。 
  まず、2003 年以降、日本の上場企業全般に対して、四半期決算短信が制度化されている
ことから、四半期決算短信が株価形成に資する情報として利用されているかどうかを明ら
かにする必要がある。 










以上の問題意識に基づいて、本研究では、以下の A～C を検証課題とする。 
 
検証課題 
A.  四半期決算短信情報の有用性 
  四半期決算短信には株価形成に資する情報が含まれているかどうか？ 
B.  四半期報告書の有用性 
  四半期報告書には株価形成に資する情報が含まれているかどうか？ 






                                                  
3  補論 1（中野(2011)）参照。 
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2.1.2  リサーチ・デザイン 
2.1.2.1  サンプルの選択 
  次の条件を満たす企業群をサンプルとして選択する。 
(1)  東京、大阪または名古屋証券取引所の第 1 部または第 2 部に、2000 年～2009 年に上場
する 3 月決算企業（金融業を除く）であること。上場廃止企業を含むが、上場初年度
および廃止年度は異常な値をとっている可能性があるため除外する。 
(2)  12 ヶ月決算であり、合併等を行っておらず、かつ、債務超過に陥っていないこと。 
(3)  日経 NEEDS Financial-Quest を通じて分析に必要な財務データ、株価および決算発表日
等各種情報が入手可能であること。 
(4)  2000 年～2002 年度の間は年 2 回決算短信（本決算および半期決算）を公表し、2003 年
～2009 年の間は年 4 回決算短信（前年度の本決算（第 4 四半期） 、本年度第 1 四半期、
第 2 四半期および第 3 四半期）を公表していること。2002 年以前において、年 4 回決
算発表を行っている等の企業は除外する。 
  これらの条件を満たす企業は、15、334 社・年である。 
  ここで 2000 年～2009 年を分析対象期間に設定しているのは、①四半期決算短信制度化
前（2000 年～2002 年） 、②四半期決算短信制度化後（2003 年～2009 年）および③金融商
品取引法に基づく四半期報告制度化後 （2008 年～2009 年） を網羅するためである。 ただし、











  1 年間の株価変動（年次株式リターン）に対して四半期情報がどの程度変動要因になって
いるかを計測する際、まず次の回帰式を推計する。 
 
() ( )( ) ( )
() i i
i i i i
window R
window R window R window R annual R
ε α
α α α α
+ +




3 2 1 0
　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　
    (1) 
  ここで、 ) (annual Ri :  i 社の年次株式リターン（4 月～3 月の buy and hold return） 、
                                                  
4  金融商品取引法による四半期報告は 2008 年に制度化されているが，データベース上，分析に必要なデー
タが 2009 年より収録されていることから，2009 年のみが分析対象期間となった。 
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  なお、株式リターンの算定には、日次株式異常リターン（topix リターン控除済の株式リ
ターン）を用いている。また外れ値に対処するため、年次株式リターンおよび各情報発表
日周辺リターンについて、各年上下 1%に属す値を各 1%に読み替える処理を行っている。 
 
2.1.3  検証結果 




基づく分析では、各 window ごとに、決算短信発表日以外の 1 日を無作為抽出し、株式市
場に決算情報が提供されていない日周辺のリターンを説明変数とする回帰分析を実施した。
頑健な検証にするため、無作為抽出に基づく手続を各年 200 回行っており、表 1 の結果は
各年 200 のデータセットから算定された決定係数の平均値である。 
  検証結果によれば、①四半期決算短信制度化前（2000 年～2002 年） 、②四半期決算短信












決算発表日周辺リターン  0.078 0.116 








係数を比較した。表 2 に検証結果を示している。 
 
表 2  四半期決算短信と四半期報告書の有用性比較 
  四半期決算短信 四半期報告書 
















表 3  四半期情報と業績予想の有用性比較 



























2.2  四半期情報開示と利益管理の関係性（加賀谷分析） 
2.2.1  検証課題 
 第2 の検証テーマでは、四半期情報開示と利益管理行動との関係性を検証する。検証に







ドイツ、 日本、 中国、 韓国、 シンガポール、 インドにフォーカスをあてた。 2004 年から 2009
年にかけて四半期すべての情報を入手できる企業をサンプルとして国際比較分析を行うと、
日本企業は他国と比べて、第 3 四半期まで四半期累積で赤字であった企業が第 4 四半期で
黒字転換する割合が高い。表 4 には日本企業の利益リバーサルの実態を示している。 
 
表 4  日本企業の利益リバーサルの実態 
  2003 2004 2005 2006 2007 
負→正  6.6% 6.3% 6.7% 6.0% 6.5% 
正→負  2.0% 2.2% 1.1% 2.0% 3.4% 
正→正  84.4% 84.5% 80.0% 81.3% 76.4% 
負→負  7.0% 7.0%  12.1% 10.6% 13.5% 
その他  0.0%  0.0%  0.0%  0.0%  0.1% 
 
2.2.2  検証アプローチ 
  では、こうした利益リバーサル現象の背後にある利益管理の実態を、四半期決算はどれ
8 
ほど明らかにするだろうか。 本研究では、 大きく２つの視点から検証を進めることにした。 





業の中で、2003-2007 年度に四半期データが入手できる 11,762 社・四半期データを活用し
た。会計発生高は各期における税引前利益から営業キャッシュ・フローを控除して算出し
た。特別損益項目は経常利益から税引前利益を控除して算出した。2007 年度以前としたの









手できる 17,508 社・四半期データを活用した。 
 
2.2.3  検証結果 
  まず第１の検証課題の分析にあたっては、赤字から黒字決算に転換した「負→正」企業
群とその他のグループとを検討しながら、分析を進める。分析にあたっては、Student の t
分析と Wilcoxon の順位和検定をそれぞれ実施する。 









った第 1 四半期、第 3 四半期における会計発生高の変化の平均値を示したものである。さ
                                                  
6  企業経営者は実際には研究開発投資や広告宣伝投資などの経費削減を通じて利益管理をする傾向が強い




かを確認するため、 対応関係にある各四半期の平均値の差検討に基づき算出された t 値を記
述している。これによれば、監査のある中間決算、最終決算に多くの企業は利益を抑制し、
監査のない第 1 四半期、第 3 四半期に利益をねん出する傾向があることが確認できる。 
 










平均値(負→正企業)  0.0231  -0.0082  -0.0003  -0.0001  -0.0007 
平均値(その他)  -0.0042  0.0041  0.0019  0.0013  0.0024 
t 値  6.1270  -6.4320  -0.5700  -1.2920  -2.6250 
p 値  0.0000  0.0000  0.5690  0.1960  0.0090 
中央値 （負→正企業)  0.0170  -0.0007  -0.0002  -0.0001  -0.0014 
中央値(その他)  -0.0005  0.0000  0.0000  0.0000  0.0000 
ｚ値  8.9060  -8.9480  -4.2490  -2.8560  -5.1640 
p 値  0.0000  0.0000  0.0000  0.0040  0.0000 
 
表 6  会計発生高変化の平均値 
①2004-07 年度 
  平均値  Q1 Q2 Q3 Q4 
Q1 0.054   8.657  4.920  10.519 
Q2 -0.013  36.461  -16.655  11.454 
Q3 0.016  16.471  -28.903   29.823 
Q4 -0.027  46.879  30.167  42.103  
②2008-09 年度 
  平均値  Q1 Q2 Q3 Q4 
Q1  0.032    12.077 9.359 19.028 
Q2 -0.004  25.563   -6.499  14.021 
Q3 0.007  19.919  -12.551   17.892 
Q4 -0.022  35.482  18.534  27.165  
  ※右上は Student の平均値の差の検定に基づく t 値、左下は Wilcoxon の順位和検定に基づく z 値。 
 
  ではこうした傾向は、金融商品取引法に基づく四半期報告制度が入ることで変化したの
か。表 6 を分析する限り、四半期報告制度が強制適用となった 2008 年度以降、第 1 四半期
や第 3 四半期における会計発生高増加幅、第 2 四半期、第 4 四半期における会計発生高減
少幅がそれぞれ縮小する傾向はあるものの、第 1 四半期、第 3 四半期は利益捻出型、第 2
10 












(1)  企業側に対しては、どの程度の手間と時間による経済的コストをかけているのか、 
(2)  監査人の側では、何時間、どのようなレビューの手続を、誰が、実際には実施してい
るのか、また 







2.3.2  アンケート調査の内容 
調査対象は、2010 年 3 月 31 日決算の一部、二部、マザーズ上場企業 2,599 社、日本公
認会計士協会の上場会社監査事務所として登録された監査事務所の 203 事務所、ならびに
指定格付け機関 5 社と 2010 年 9 月 30 日時点における証券投資顧問業協会会員 106 社の計
111 社とした。これら 3 つの市場参加者に対して、企業向け調査票、監査人向け調査票、ア
ナリスト向け調査票を作成し、 2010 年 11 月 1 日から 12 月 6 日にかけて郵送調査を行なっ
た。 
その結果、回答数は、企業が 923 社（回収率 35.5%） 、監査人が 77 事務所（同 37.9%） 、
アナリストが 13 社（同 11.7%）であった。調査属性の詳細については、松本・町田(2011)
を参照されたい。 
 
2.3.3  検証結果 
わが国四半期報告制度の特徴は、企業からの回答に見られたように、子会社・親会社の
四半期個別財務諸表に基づくという、財務諸表規則で求められている原則的な財務情報作
                                                  








表 7  四半期報告制度導入後の増加時間数 
①何倍 
平均  (決算日後～日頃迄）  2.3  
中央値  (決算日後～日頃迄）  2.0  
標準偏差  (決算日後～日頃迄）  4.3  
最大値  (決算日後～日頃迄）  100  
最小値  (決算日後～日頃迄）  0  
有効数  n= 824  
 
②時間とコストをかけている作業 







監査法人対応  その他 
該当数  173  146  54  154  526  106 
％  20.9%  17.7%  6.5%  18.6%  63.6%  12.8% 
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2.  四半期財務情報の意義と検証課題 














よび財務状況を集約したものである。たとえば，本決算が 3 月の A 社の場合，7 月下旬に第
































情報入手が容易な企業群のケースでは四半期情報の効果が小さい（Bamber, 1987；Lobo and 
Tung, 1997；Kross and Schroeder, 1989） 。同様に，年次決算のみのケースと，四半期決算が行
われるケースとを比較すると，後者の方が年次決算情報（第 4 四半期情報）の反応が他の
四半期に比して低いとする証拠も示されている（Mcnchols and Magegold, 1983； Hagerman, 
Zmijewski, and Shah, 1984；Salamon and Stober, 1994） 。その原因としては，第 4 四半期は他の
期間に比べ利益調整を行うインセンティブが大きく，年度内の決算が複数回に及ぶ場合，
市場は利益調整されている可能性を割り引いて評価しているなどの意見が示されている








いて 1 年間の株価変動（年次株式リターン）が生じる中で，四半期情報（4 回に及ぶ決算情
報）がどの程度変動要因になっているかについて，一定の尺度に基づいて計測している。
かかる尺度によれば， その説明力は 5%～9%程度であり， 四半期情報が株価形成に果たす役












(2)  日本 
















2-3.  検証課題 
以上の考察を踏まえて，ここで本研究において検証すべき課題を識別する。 
  まず，2003 年以降，日本の上場企業全般に対して，(a)四半期決算短信が制度化されてい
ることから，四半期決算短信が株価形成に資する情報として利用されているかどうかを明
らかにする必要がある。 










以上の問題意識に基づいて，本研究では，以下の A～C を検証課題とする。 
                                                        
2  正確には決算短信発表を受けて，その内容が新聞において報道される日である。 
20 
検証課題 
A.  四半期決算短信情報の有用性 
  四半期決算短信には株価形成に資する情報が含まれているかどうか？ 
B.  四半期報告書の有用性 
  四半期報告書には株価形成に資する情報が含まれているかどうか？ 





3.  リサーチ・デザイン 
3-1.  サンプルの選択 
  本研究では，次の条件を満たす企業群をサンプルとして選択する。 
(1)  東京，大阪または名古屋証券取引所の第 1 部または第 2 部に，2000 年～2009 年に上場
する 3 月決算企業（金融業を除く）であること。上場廃止企業を含むが，上場初年度
および廃止年度は異常な値をとっている可能性があるため除外する。 
(2)  12 ヶ月決算であり，合併等を行っておらず，かつ，債務超過に陥っていないこと。 
(3)  日経 NEEDS Financial-Quest を通じて分析に必要な財務データ，株価および決算発表日
等各種情報が入手可能であること。 
(4)  2000 年～2002 年度の間は年 2 回決算短信（本決算および半期決算）を公表し，2003 年
～2009 年の間は年 4 回決算短信（前年度の本決算（第 4 四半期） ，本年度第 1 四半期，
第 2 四半期および第 3 四半期）を公表していること。2002 年以前において，年 4 回決
算発表を行っている等の企業は除外する。 
  これらの条件を満たす企業は，15,334 社・年である。 
  ここで 2000 年～2009 年を分析対象期間に設定しているのは， ①四半期決算短信制度化前
（2000 年～2002 年） ，②四半期決算短信制度化（2003 年～2009 年）および③金融商品取引
法に基づく四半期報告制度化後（2008 年～2009 年）を網羅するためである。ただし，図表




［図表 2］  利用可能なデータ 
 
3-2.  検証方法 
  上記検証課題は，株式市場に各種企業情報が提供される中で，四半期に関連する財務情
                                                        
3  金融商品取引法による四半期報告は 2008 年に制度化されているが，データベース上，分析に必要なデー












  1 年間の株価変動（年次株式リターン）に対して四半期情報がどの程度変動要因になって
いるかを計測する際，まず次の回帰式を推計する。 
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    (1) 
 
  ここで、 ) (annual Ri :  i 社の年次株式リターン（4 月～3 月の buy and hold return） 、
) 4 ~ 1 (window Ri :  i 社の各四半期情報発表日周辺の株式リターン（-1 日～+1 日の buy and 










  なお，株式リターンの算定には，日次株式異常リターン（topix リターン控除済の株式リ
ターン）を用いている。また外れ値に対処するため，年次株式リターンおよび各情報発表
日周辺リターンについて，各年上下 1%に属す値を各 1%に読み替える処理を行っている。 
 
4.  検証結果 
4-1.  決算短信（検証課題 A）の有用性 
(1)  年次リターンと四半期情報との関連性 




後（2003 年～2009 年）にサンプルを分けて分析を行っている。結果は図表 4 のとおりであ
る。 
 
［図表 4］検証結果:  四半期決算短信 
 
  Panel A は①四半期決算制度化前のサンプルについて年次株式リターンを，本決算発表日
（window1） および中間決算発表日 （window2） 周辺株式リターンに回帰した結果を， 一方，
Panel B は②四半期決算短信制度化後サンプルについて年次株式リターンを，各四半期決算
発表日（window1～window4）周辺株式リターンに回帰した結果を示している。 
  Ball and Shivakumar(2008)によれば，もし，各決算が情報内容を伴わないならば，決定係
数（adj.R
2）は，①四半期決算制度化前の場合には 2.4%（6 日/248 日）に，②四半期決算制













(2)  シミュレーションに基づく検証 




  ここでは，Basu, Duong, Markov, and Tan(2009)によって示されたシミュレーションに基づ
いて，実際の株価データから正常説明力を計測する。具体的には次の手続を行う。 
(ア) 各 window （各半期または四半期） において， 「決算発表日」 以外の 1 日を無作為抽出し，
その周辺の株式リターン（－1 日～＋1 日）を全企業について計算する。 
(イ) （ア）の手続を各年度 200 回繰り返し，各年 200 個のデータセットを作成する。 
                                                        
4  正常説明力は，3 日×window 数/平均日次株価数（1 年間）で算定する。本研究のサンプルの平均日次株
価数（1 年間）は 248 であるため，たとえば①の場合，3 日×2 決算/248=2.4%となる。 
23 
(ウ) （イ）のデータセットに基づいて各年 200 回の回帰を行い，それらの決定係数の平均
値を算出する。 
 





  シミュレーションの結果は全年度平均で①1.1%， ②3.1%であり， Ball and Shivakumar(2008)
による理論値（①2.4%，②4.8％）よりも実際は低いことがわかる。これらの値を正常説明




(3)  半期または四半期ベースの検証 
 前 節 (1)および(2)の分析では，年次株式リターンを各 window における決算発表日周辺株
式リターンに回帰しているが， さらに半期または四半期ベースの推計を行った。 すなわち，











4-2.  四半期報告書（検証課題 B）の有用性 
  続いて，検証課題 B.四半期報告書の有用性に関する結果である。結果は，図表 6 のとお
りである。前述のとおり，利用可能なデータに制約があるため 2009 年のみが対象となる。  
Panel A.は，2009 年のデータに基づいて，第 4-1 節(1)同様，年次株式リターンを四半期決
算短信発表日周辺株式リターンに回帰した結果であり，説明力は 8.2%を示している。 
 















4-3.  経営者予想（検証課題 C）の有用性 





  まず，図表 7 は，証券取引所の適時開示制度の下，経営者予想がいつ発表されているか
を示したものである。図表 7 によれば，81.19%は決算短信と同時に発表されていることが















                                                        
5  なお，四半期ベースの推計結果については付録［3］検証結果:  四半期報告書を参照のこと。年次ベース
の結果と大差はない。 
25 
ターンとする回帰を行った。結果は，図表 8 のとおりである。 
 
［図表 8］検証結果:  決算短信発表日以外における経営者予想発表のケース 
 
  全期間平均の説明力は 15.0%である。前述の四半期決算短信に関する説明力は概ね 10%
程度を示していたことを想起すれば，経営者予想が株価形成に及ぼしている影響の方が高
いことが分かる。また，第 4-1 節(3)の四半期ベースのシミュレーションによる正常説明力














結果は，図表 9 のとおりである。 
 
［図表 9］検証結果:  決算短信と同時発表のケース 
 












5.  本研究の発見事項とインプリケーション 

















5-2.  インプリケーション 
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付録 
［1］検証結果:  決算短信 
 
 
［2］検証結果:  決算短信に関するシミュレーション 
 
 





















制度の状況  期間  利用可能なデータ 
1.  四半期決算短信制度化前 2000 年～2002 年 A.  半期決算短信 
2.  四半期決算短信制度化後 2003 年～2009 年 
A.  四半期決算短信 
C.  経営者予想 
3.  四半期報告制度化後 2009 年 
A.  四半期決算短信 
B.  四半期報告書 
















t-1 年度  t 年度 














第 2 四半期 
決算発表 










③随時:  次期（t 年 3 月期）経営者予想情報 




t-1 年度  t 年度 




第 1 四半期 
決算発表 
第 2 四半期 
決算発表 
第 3 四半期 
決算発表 
第4四半期  第2四半期 第3四半期 第4四半期 
window1 window2  window3  window4 



















2000 1,223 -1.710 1.486 1.480 0.120
2001 1,270 -0.808 1.030 0.848 0.066
2002 1,394 -0.135 1.342 -0.016 0.048
2000-2002平均 1,296 -0.884 1.286 0.771 0.078












2003 1,569 -3.654 1.471 1.557 0.357 1.414 0.070
2004 1,611 -4.512 1.381 1.404 1.196 1.756 0.098
2005 1,668 -5.278 1.591 2.538 1.250 0.948 0.114
2006 1,664 -3.566 0.802 1.091 1.240 1.333 0.194
2007 1,637 -2.739 1.117 0.846 0.928 0.859 0.155
2008 1,640 -2.398 0.843 1.256 0.562 0.818 0.100
2009 1,658 -2.101 0.762 1.689 -0.003 0.705 0.082
2003-2009平均 1,635 -3.464 1.138 1.483 0.790 1.119 0.116
四半期決算短信制度化後（2003～2009）
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2000 0.120 0.011 0.009 0.007
2001 0.066 0.009 0.008 0.007
2002 0.048 0.012 0.012 0.008







2003 0.070 0.039 0.039 0.011
2004 0.098 0.027 0.026 0.010
2005 0.114 0.032 0.031 0.011
2006 0.194 0.031 0.031 0.009
2007 0.155 0.028 0.027 0.010
2008 0.100 0.025 0.025 0.009
2009 0.082 0.037 0.036 0.013













































2009 1,657 0.906 1.118 0.067 -1.088 0.041 0.017
1.発表前 2.同時 3.発表後
決算短信
1. 本決算 4,370 11,743 199 16,312
(26.79) (71.99) (1.22) (100)
2. 第1四半期 120 9,740 584 10,444
(1.15) (93.26) (5.59) (100)
3. 第2四半期 2,714 11,753 271 14,738
(18.41) (79.75) (1.84) (100)
4. 第3四半期 290 10,359 1,551 12,200
(2.38) (84.91) (12.71) (100)
7,494 43,595 2,605 53,694













2003 1 763 0.323 0.820 0.027
2003 2 82 -0.645 1.670 0.279
2003 3 410 -0.212 1.177 0.175
2003 4 238 -0.869 1.993 0.255
2004 1 640 0.082 0.962 0.115
2004 2 115 -0.557 1.663 0.140
2004 3 415 -0.112 1.104 0.200
2004 4 277 -0.582 1.722 0.084
2005 1 633 0.066 0.941 0.072
2005 2 140 -1.289 2.349 0.164
2005 3 430 -0.670 1.687 0.211
2005 4 260 0.220 0.802 0.025
2006 1 608 0.108 0.845 0.073
2006 2 101 -0.318 1.328 0.116
2006 3 391 -0.441 1.370 0.291
2006 4 223 -0.874 1.906 0.220
2007 1 542 0.347 0.640 0.050
2007 2 93 -0.418 1.441 0.249
2007 3 456 0.043 0.939 0.213
2007 4 162 -0.304 1.367 0.284
2008 1 614 0.188 0.811 0.077
2008 2 87 0.034 0.978 0.152
2008 3 466 -0.089 1.108 0.182
2008 4 346 0.555 0.534 0.018
2009 1 761 0.089 0.991 0.043
2009 2 87 -0.557 1.582 0.221
2009 3 423 -0.039 0.977 0.177
2009 4 336 -0.063 1.110 0.091
2003-2009平均 361 -0.214 1.243 0.150
中位数 369 -0.100 1.109 0.158
標準偏差 214 0.431 0.444 0.085
（注）・被説明変数: 各四半期のbuy and hold return
34 












2003 1 1,563 -0.124 1.222 0.079 726 0.739 0.356 0.009
2003 2 908 0.071 0.907 0.052 - - - -
2003 3 845 1.038 -0.079 -0.001 202 -0.051 1.058 0.116
2003 4 859 0.232 0.871 0.024 805 0.400 0.562 0.037
2004 1 1,600 0.073 0.975 0.099 356 -0.317 1.400 0.123
2004 2 1,051 -0.038 1.067 0.060 - - - -
2004 3 885 0.450 0.542 0.025 209 -0.558 1.616 0.148
2004 4 1,002 -0.233 1.363 0.063 796 -0.215 1.212 0.181
2005 1 1,660 -0.094 1.117 0.146 386 -0.231 1.373 0.071
2005 2 1,171 -0.107 1.069 0.045 - - - -
2005 3 930 0.257 0.764 0.026 194 -0.976 1.966 0.213
2005 4 1,044 0.379 0.619 0.025 785 -0.374 1.406 0.160
2006 1 1,653 0.028 0.928 0.156 432 0.029 1.001 0.080
2006 2 1,167 0.122 0.835 0.114 - - - -
2006 3 964 0.175 0.768 0.067 184 0.077 0.916 0.127
2006 4 1,055 0.172 0.849 0.057 734 -0.256 1.218 0.210
2007 1 1,618 -0.121 1.108 0.209 391 -0.405 1.442 0.264
2007 2 1,116 0.179 0.797 0.092 - - - -
2007 3 1,040 0.125 0.851 0.088 209 -0.303 1.333 0.251
2007 4 1,042 0.284 0.777 0.080 633 -0.013 1.001 0.203
2008 1 1,631 -0.015 0.997 0.189 449 0.123 0.932 0.184
2008 2 1,430 0.081 0.921 0.095 - - - -
2008 3 962 0.453 0.612 0.042 230 -0.294 1.280 0.324
2008 4 742 0.399 0.663 0.037 703 0.541 0.472 0.029
2009 1 1,646 -0.008 1.065 0.065 925 0.248 0.809 0.072
2009 2 1,461 0.057 0.964 0.078 208 -0.358 1.370 0.305
2009 3 1,094 0.483 0.462 0.030 577 -0.140 1.101 0.242
2009 4 1,152 0.418 0.609 0.026 524 -0.113 1.151 0.161
2002-2009平均 1,189 0.169 0.844 0.074 484 -0.111 1.135 0.160
中位数 1,075 0.124 0.861 0.064 441 -0.177 1.181 0.161
標準偏差 297 0.262 0.278 0.051 246 0.377 0.375 0.088

















2000 1 1,223 -0.036 1.193 0.100
2000 2 1,366 0.105 0.983 0.059
2001 1 1,270 0.117 0.990 0.051
2001 2 1,584 0.006 0.977 0.045
2002 1 1,394 0.258 0.828 0.047
2002 2 1,488 0.737 0.359 0.010
2000-2002平均 1,388 0.198 0.888 0.052
（注）・被説明変数: 各半期のbuy and hold return
四半期決算短信制度化前（2000～2002）




2003 1 1,569 -0.114 1.212 0.079
2003 2 1,652 0.068 0.911 0.061
2003 3 1,652 0.713 0.248 0.006
2003 4 1,652 0.020 1.090 0.036
2004 1 1,611 0.082 0.965 0.099
2004 2 1,685 -0.220 1.257 0.084
2004 3 1,685 0.020 0.974 0.096
2004 4 1,685 -0.229 1.364 0.068
2005 1 1,668 -0.074 1.096 0.158
2005 2 1,722 -0.423 1.388 0.098
2005 3 1,722 -0.140 1.168 0.081
2005 4 1,722 0.223 0.783 0.051
2006 1 1,664 0.028 0.928 0.156
2006 2 1,703 0.088 0.871 0.134
2006 3 1,703 -0.071 1.023 0.131
2006 4 1,703 -0.057 1.079 0.128
2007 1 1,637 -0.098 1.084 0.206
2007 2 1,680 0.043 0.940 0.137
2007 3 1,680 0.029 0.951 0.137
2007 4 1,680 0.225 0.836 0.113
2008 1 1,640 0.003 0.979 0.186
2008 2 1,670 -0.006 1.005 0.130
2008 3 1,670 0.449 0.594 0.043
2008 4 1,670 0.292 0.765 0.064
2009 1 1,658 -0.004 1.061 0.064
2009 2 1,676 0.010 1.009 0.106
2009 3 1,676 0.178 0.774 0.100
2009 4 1,676 0.142 0.890 0.073
2003-2009平均 1,672 0.042 0.973 0.101












2000 1 0.100 0.010 0.010 0.006
2000 2 0.059 0.010 0.008 0.006
2001 1 0.051 0.016 0.015 0.007
2001 2 0.045 0.010 0.009 0.005
2002 1 0.047 0.013 0.012 0.008
2002 2 0.010 0.010 0.009 0.007













2003 1 0.079 0.039 0.037 0.014
2003 2 0.061 0.023 0.022 0.010
2003 3 0.006 0.026 0.026 0.010
2003 4 0.036 0.041 0.041 0.013
2004 1 0.099 0.025 0.024 0.012
2004 2 0.084 0.027 0.025 0.011
2004 3 0.096 0.028 0.027 0.012
2004 4 0.068 0.034 0.034 0.013
2005 1 0.158 0.024 0.023 0.010
2005 2 0.098 0.037 0.034 0.013
2005 3 0.081 0.046 0.045 0.013
2005 4 0.051 0.017 0.017 0.008
2006 1 0.156 0.026 0.025 0.009
2006 2 0.134 0.026 0.025 0.009
2006 3 0.131 0.042 0.040 0.012
2006 4 0.128 0.038 0.037 0.012
2007 1 0.206 0.036 0.035 0.013
2007 2 0.137 0.033 0.033 0.010
2007 3 0.137 0.034 0.034 0.009
2007 4 0.113 0.027 0.026 0.009
2008 1 0.186 0.028 0.028 0.010
2008 2 0.130 0.036 0.035 0.010
2008 3 0.043 0.027 0.026 0.008
2008 4 0.064 0.024 0.023 0.009
2009 1 0.064 0.045 0.044 0.014
2009 2 0.106 0.036 0.035 0.011
2009 3 0.100 0.026 0.026 0.009
2009 4 0.073 0.037 0.038 0.013
























2009 1 1,658 -0.004 1.061 0.064
2009 2 1,676 0.010 1.009 0.106
2009 3 1,676 0.178 0.774 0.100
2009 4 1,676 0.142 0.890 0.073
2009平均 1,672 0.081 0.933 0.086
四半期報告書閲覧可能日




2009 1 1,657 0.177 0.888 0.014
2009 2 1,675 0.536 0.479 0.011
2009 3 1,675 0.493 0.458 0.026
2009 4 1,675 0.788 0.248 0.002
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I.  はじめに 
2008年4月1日以降開始事業年度よりわが国上場企業に対して義務付けられた四半期報告制度では、



















(1)  企業側に対しては、どの程度の手間と時間による経済的コストをかけているのか、 
(2)  監査人の側では、何時間、どのようなレビューの手続を、誰が、実際には実施しているのか、ま
た 








II.  アンケート調査の内容 
調査対象は、2010 年 3 月 31 日決算の一部、二部、マザーズ上場企業 2,599 社、日本公認会計士協会
の上場会社監査事務所として登録された監査事務所の203事務所、 ならびに指定格付け機関5社と2010
年 9 月 30 日時点における証券投資顧問業協会会員 106 社の計 111 社とした。これら 3 つの市場参加者
に対して、企業向け調査票、監査人向け調査票、アナリスト向け調査票を作成し、2010 年 11 月 1 日か
ら 12 月 6 日にかけて郵送調査を行なった。 
その結果、回答数は、企業が 923 社（回収率 35.5%） 、監査人が 77 事務所（同 37.9%） 、アナリスト
が 13 社（同 11.7%）であった。 
各調査対象から得られた回答の概要は、以下の通りである。 
 




パネル 1-A:  主たる業種 
パネル 1-B:  会社の規模 








パネル 4-A:  監査事務所の形態 
パネル 4-B:  所属公認会計士数 
パネル 4-C:  担当上場企業数 
パネル 4-D:  海外ネットワークとの提携関係 
［図表 5］回答者の属性 
パネル 5-A:  資格 
パネル 5-B:  職位 
 







III.  アンケート調査結果の検討 
 
III-1.  企業による回答の概要 














から約 2 週間 （ ［図表 10］ 参照） のうちに自らの決算を完了させておかなければならない。 この事実は、
「四半期財務諸表に関する会計基準」 （企業会計基準第 12 号）に規定された「四半期個別財務諸表を





［図表 10］ にあるように、 親会社は各四半期末から約 2 週間で四半期の連結財務諸表を作成し始め、
およそ 10 日間で暫定的に完成させることになる（ ［図表 11］参照） 。また監査人による四半期レビュー
も、当該四半期財務諸表の完成前後から開始されており（ ［図表 12］参照） 、その完成と取締役会承認
















前（決算日から約 20 日後）に、外部公表目的と内部管理（計画）目的で 2 種類の予想数値を作成して
いることが判る。またそれら予想数値について、ほぼ 5 割の企業がそれら 2 種類の両方を監査人に対
して提示している（ ［図表 14］参照） 。 
最後に四半期報告制度が導入された結果、導入前に比べて決算作業がどの程度増加し、どの作業に






III-2.  アナリストによる回答の概要 
アナリストからの回収率は、13 件（11.7%）とそれほど高いものではないものの、全体として次のよ
うな特徴が見出せる。すなわち全てのアナリストが、四半期の決算短信と四半期報告書からなる四半
期財務情報について、意思決定情報として有用であることを認めており（ ［図表 17］参照） 、その注目
箇所も企業の概況・経理の状況（概要）に続き連結財務諸表となっている（ ［図表 18］パネル 18-A 参
照） 。その上で、実際に利用する情報として売上や利益の予想額（回答者の 63.6%）が圧倒的に有用と
され、それに続いて当該四半期の実績（同 18.2%）とされ、その他の前年同期との比較や直前期との比




パネル 18-A:  注目する箇所 
パネル 18-B:  利用する情報 
 













いる（ ［図表 22］ ［図表 23］参照） 。このように四半期レビューが四半期財務諸表の信頼性確保のため
に必要とされることは、アナリスト間に合意が存在するが、その保証水準についても 60%程度とする













III-3.  監査人による回答の概要 
既に［図表 9］で見たように、わが国上場企業の子会社は、原則として個別四半期財務諸表を作成し
ていたが、 ［図表 27］から判るように、その背景には監査人が四半期レビューに当たって子会社に対し
て個別財務諸表を作成することを指導している事実がある（ ［図表 27］参照） 。またそれら子会社の個














て中心的に行なわれていることが確認できる（ ［図表 29］参照） 。また分析的手続は、ほぼ 6 割以上で
最も重要視され時間をかけて実施されており（ ［図表 32］参照） 、その対象は過年度の年度財務諸表項
45 
目との対比（94.7%） 、当該年度の四半期財務諸表項目の分析（93.4%） 、過年度の四半期財務諸表項目
との比較（76.3%） 、子会社の財務数値の分析（59.2%） 、といった順で多くなっている（ ［図表 30］参
照） 。さらに四半期レビューの過程で追加的な手続を実施しなければならない状況を想定した場合に手
続として、 追加的な質問や閲覧に加えて、 7 割以上が実証手続の実施を回答している点は興味深い （ ［図










表 33］によれば 60%とする回答が最も多く（43.6%） 、次いで 80%（37.2%）という結果となっている。
また保証水準に影響を及ぼすはずの時間数について、年度監査に比べた四半期レビューにかける時間
は、ほぼ 3 割が 37.2%、5 割が 24.4%、6 割が 11.5%となっており、必ずしも一様な結果とはなってい
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(1)  四半期財務諸表の作成プロセスに係る簡略化の方向性 
①  現行制度上認められている四半期財務諸表作成のための簡便的な手続が、採用されない理由 
②  個別財務諸表の作成を企業グループの構成企業全てに強制する必要性 
③  適時開示が要請される中、実績主義に拘らねばならない理由 
(2)  四半期レビューに係る 
①  四半期レビューによって提供される保証水準に対する認識の根拠 
②  アナリストによる四半期レビュー結果とレビュー済み四半期財務諸表の利用方法の追跡調査 
③  四半期レビュー手続として実際に行なわれている手続の詳細 







































































































































































該当数  1    4  57  28    13    5    52  21  1  8  17  16  9  34  47  61    32  14  26  12  9  2  1  22  52  85  36    20    65   








4.4%  2.4%  7.9% 
有効数  n=813 
                                  
 
49 
パネル 1-B. 会社の規模 
z  （正規の）従業員数 
42.9% 20.4% 24.4% 5.0%
3.5%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
1～500名 501～1,000名 1,001～5,000名 5,001～10,000名 10,001～20,000名
 




名  項目 
(250.5）  (750.5）  (3000.5）  (7500.5）  (10001） 
該当数  392   186   223   46   32  
％  42.9%  20.4%  24.4%  5.0%  3.5% 
    
平均  (人）  1724.3  
中央値  （人）  750.5  
標準偏差  （人）  2343.6  
最大値  （人）  10001  
最小値  （人）  250.5  
有効数  n=  914  
z  総資産 
20.8% 38.2% 12.4% 11.8% 12.4%
0% 20% 40% 60% 80% 100%













(100）  (300）  (750）  (1500）  (4000）  (5000） 
該当数  187   343   111   106   40   111  
％  20.8%  38.2%  12.4%  11.8%  4.5%  12.4% 
 
平均  (億円）  1145.3  
中央値  （億円）  300.0  
標準偏差  （億円）  1607.3  
最大値  （億円）  5000  
最小値  （億円）  100  




z  売上高 
23.2% 37.9% 14.4% 13.7% 7.3%
0% 20% 40% 60% 80% 100%













(100）  (300）  (750）  (1500）  (4000）  (5000） 
該当数  210   343   130   124   32   66  
％  23.2%  37.9%  14.4%  13.7%  3.5%  7.3% 
 
平均  (億円）  915.7  
中央値  （億円）  300.0  
標準偏差  （億円）  1339.9  
最大値  （億円）  5000  
最小値  （億円）  100  
有効数  n=  905  
パネル 1-C. その他 
z  子会社の数 
z  平均  (社）  26.0  
中央値  （社）  7.0  
標準偏差  （社）  80.3  
最大値  （社）  1270  
最小値  （社）  0  
有効数  n=  905  
 
［図表 2］担当監査人 
76.4% 6.9% 15.7% 1.0%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
大手監査法人 中規模監査法人 その他監査法人 個人事務所
 






該当数  677   61   139   9  
％  76.4%  6.9%  15.7%  1.0% 














   内部監査室等  監査役室 
社長室・秘書
室 
経理  財務  総務  その他 
該当数  0   0   3   715   129   11   48  
％  0.0%  0.0%  0.3%  77.5%  14.0%  1.2%  5.2% 
有効数  n=  922        
 
［図表 4］監査事務所の属性 
パネル 4-A. 監査事務所の形態 
78.4% 18.9% 2.7%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
監査法人 個人事務所 その他
 
項目  監査法人  個人事務所  その他 
該当数  58   14   2  
％  78.4%  18.9%  2.7% 
有効数  n=  74    




0% 20% 40% 60% 80% 100%
1～10人 11～50人 51～100人 100～200人 201人以上
 
1～10 人  11～50 人  51～100 人  100～200 人 201 人以上 
項目 
(5.5）  (30.5）  (75.5）  (150）  (201） 
該当数  35   32   2   1   4  
％  47.3%  43.2%  2.7%  1.4%  5.4% 
 
平均  (人）  30.7  
中央値  （人）  30.5  
標準偏差  （人）  46.3  
最大値  （人）  201  
最小値  （人）  6  
有効数  n=  74  
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0% 20% 40% 60% 80% 100%
1～10社 11～50社 51～100社 100～200社 201社以上
 
1～10 社  11～50 社  51～100 社  100～200 社 201 社以上 
項目 
(5.5）  (30.5）  (75.5）  (150）  (201） 
該当数  58   5   3   0   3  
％  84.1%  7.2%  4.3%  0.0%  4.3% 
  
平均  (社）  18.9  
中央値  （社）  5.5  
標準偏差  （社）  42.0  
最大値  （社）  201  
最小値  （社）  6  
有効数  n=  69  
 
パネル 4-D. 海外ネットワーク・ファームとの提携の有無 
20.3% 78.4% 1.4%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
提携している 提携していない その他
 
項目  提携している  提携していない その他 
該当数  15   58   1  
％  20.3%  78.4%  1.4% 




パネル 5-A. 資格 
97.3% 1.4%
1.4%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
公認会計士 会計士補又は公認会計士試験合格者 その他
 




該当数  72   1   1  
％  97.3%  1.4%  1.4% 
有効数  n=  74    
 
パネル 5-B. 職位 
58.9% 17.8% 5.5%1.4% 15.1%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
代表社員 社員 マネージャー シニア ジュニア その他
 
   代表社員  社員  マネージャー シニア  ジュニア  その他 
該当数  43   13   4   1   1   11  
％  58.9%  17.8%  5.5%  1.4%  1.4%  15.1% 
有効数  n=  73       
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有効数  n=10 
 
［図表 7］常時モニターしている企業数 
平均値  （社）  337.5  
中央値  （社）  75.0  
標準偏差  （社）  676.9  
最大値  （社）  2000  
最小値  （社）  20  
有効数  n=  8  
 
［図表 8］アナリストとしての経験年数 
11.1% 11.1% 22.2% 33.3% 22.2%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
5年未満 5年以上… 10年以上… 15年以上… 20年以上
 









(5.0)  （7.5）  （12.5）  （17.5）  (20.0） 
該当数  1   1   2   3   2  
％  11.1%  11.1%  22.2%  33.3%  22.2% 
平均  (年）  14.4  
中央値  （年）  17.5  
標準偏差  （年）  5.4  
最大値  （年）  20  
最小値  （年）  5  











親会社及び子会社のそ れぞれの個別財務諸表 を作成し、 それらを集計 して、連結四半期財務諸
表を作成してい る



































該当数  771   30   9   93  
％  85.4%  3.3%  1.0%  10.3% 
有効数  n=  903     
 
［図表 10］企業集団内における各企業のデータ集計開始時期 

































平均  （日後）  11.3  11.5  12.1  12.7  13.0  13.5  14.2  14.4  14.9 
中央値  （日後）  10.0  10.0  12.0  13.0  13.0  14.0  15.0  15.0  15.0 
標準偏差  （日後）  6.4  8.4  11.0  7.3  9.1  11.6  6.6  8.7  11.3 
最大値  （日後）  110.0  200.0  290.0  105.0  195.0  285.0  110.0  200.0  290.0 
最小値  （日後）  1.0  1.0  1.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0 



















   
項目  第１四半期  第２四半期  第３四半期 
平均  （日後）  20.4  20.6  21.0 
中央値  （日後）  20.0  20.0  20.0 
標準偏差  （日後）  7.3  9.0  11.4 
最大値  （日後）  120.0  210.0  300.0 
最小値  （日後）  3.0  3.0  3.0 



















項目  第１四半期  第２四半期  第３四半期 
平均  （日後）  19.0  19.0  19.3 
中央値  （日後）  20.0  20.0  20.0 
標準偏差  （日後）  6.4  6.4  6.3 
最大値  （日後）  36.0  40.0  39.0 
最小値  （日後）  1.0  1.0  2.0 




















項目  第１四半期  第２四半期  第３四半期 
平均  （日後）  32.7  33.2  33.1 
中央値  （日後）  33.0  35.0  34.0 
標準偏差  （日後）  7.4  9.2  11.3 
最大値  （日後）  113.0  203.0  293.0 
最小値  （日後）  8.0  8.0  8.0 




平均  (決算日後～日頃迄）  20.2  
中央値  (決算日後～日頃迄）  20.0  
標準偏差  (決算日後～日頃迄）  8.4  
最大値  (決算日後～日頃迄）  45  
最小値  (決算日後～日頃迄）  1  





平均  (種類）  2.2  
中央値  (種類）  1.0  
標準偏差  (種類）  4.2  
最大値  (種類）  100  
最小値  (種類）  0  




0% 20% 40% 60% 80% 100%









該当数  334   422   71   20  
％  39.4%  49.8%  8.4%  2.4% 
有効数  n=  847      
 
［図表 15］決算短信と四半期決算の重複程度 
1.0% 12.9% 15.8% 58.2% 12.1%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
異なる ← どちらともいえない → 同じ
 
項目  異なる  ← 
どちらともいえ
ない 
→  同じ 
該当数  9   117   144   529   110  
％  1.0%  12.9%  15.8%  58.2%  12.1% 






平均  (決算日後～日頃迄）  2.3  
中央値  (決算日後～日頃迄）  2.0  
標準偏差  (決算日後～日頃迄）  4.3  
最大値  (決算日後～日頃迄）  100  
最小値  (決算日後～日頃迄）  0  
















業績予想の作成 決算短信の作成 監査法人対応 その他
 







監査法人対応  その他 
該当数  173   146   54   154   526   106  
％  20.9%  17.7%  6.5%  18.6%  63.6%  12.8% 



























有用ではない  項目 
(+2)  （+1）  （0）  （-1）  (-2） 
該当数  6   6   0   0   0  
％  50.0%  50.0%  0.0%  0.0%  0.0% 
平均  (年）  1.5  
中央値  （年）  1.5  
標準偏差  （年）  0.5  
最大値  （年）  2  
最小値  （年）  1  
有効数  n=  12  
 
［図表 18］四半期報告書における財務情報の有用性 
パネル 18-A. 注目する箇所 
 










該当数  5   1   0   0   4   1   1   0  
％  41.7%  8.3%  0.0%  0.0%  33.3%  8.3%  8.3%  0.0% 




























該当数  0   3   1  0  1  5   0  0 
％  0.0% 30.0%  10.0% 0.0% 10.0% 50.0%  0.0% 0.0%
有効数  n=  12        
 
















前年同期 との比較 直前の四 半期との
比較







































該当数  7   2   0   0   1   1   0   0   0   0  
％  63.6%  18.2%  0.0%  0.0%  9.1%  9.1%  0.0%  0.0%  0.0%  0.0% 




















前年同期 との比較 直前の四 半期との
比較






































該当数  0   0   4   2   1   2   2   0   0   0  
％  0.0%  0.0%  36.4%  18.2%  9.1%  18.2%  18.2%  0.0%  0.0%  0.0% 



















































該当数  4   2   4   0   1   0   1  
％  33.3%  16.7%  33.3%  0.0%  8.3%  0.0%  8.3% 



































とくにない  その他 
該当数  4   2   1   1   2   1   1  
％  33.3%  16.7%  8.3%  8.3%  16.7%  8.3%  8.3% 






0% 20% 40% 60% 80% 100%
常に利用している 多少、利用している どちらともいえない










していない  項目 
(+2)  （+1）  （0）  （-1）  (-2） 
該当数  8   3   0   1   0  
％  66.7%  25.0%  0.0%  8.3%  0.0% 
 
平均  1.5  
中央値  2.0  
標準偏差  0.9  
最大値  2  
最小値  -1  
有効数 n=  12  
 
［図表 22］四半期レビュー報告書の必要性 
33.3% 33.3% 25.0% 8.3%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
必要 ← どちらともいえない → 必要ではない
 





(+2)  （+1）  （0）  （-1）  (-2） 
該当数  4   4   3   0   1  
％  33.3%  33.3%  25.0%  0.0%  8.3% 
 
平均  0.8  
中央値  1.0  
標準偏差  1.2  
最大値  2  
最小値  -2  









































該当数  3   0   0   0   0  
％  100.0%  0.0%  0.0%  0.0%  0.0% 
有効回答数  n=  3         
 
［図表 24］四半期レビューの保証水準 
8.3% 8.3% 41.7% 25.0% 16.7%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
20% 40% 60% 80% 95%
 
20%  40%  60%  80%  95% 
項目 
(20）  (40）  (60）  (80）  (95） 
該当数  1   1   5   3   2  
％  8.3%  8.3%  41.7%  25.0%  16.7% 
 
平均  0.7  
中央値  0.6  
標準偏差  0.2  
最大値  1.0  
最小値  0.2  




33.3% 16.7% 41.7% 8.3%















(+2)  （+1）  （0）  （-1）  (-2） 
該当数  4   2   5   0   1  
％  33.3%  16.7%  41.7%  0.0%  8.3% 
 
平均  0.7  
中央値  0.5  
標準偏差  1.2  
最大値  2  
最小値  -2  













開示情報には、 例えレ ビューよりも保証水準 が低くても専門家によ る信頼性の保証が必
要だから
年度財務諸表や四半 期財務諸表について は、 監査人が監査又は レビューを行っている のだから、 決算短信に
ついても行うべき




















とくに理由はない  その他 
該当数  3   2   2   1   0  
％  37.5%  25.0%  25.0%  12.5%  0.0% 






























該当数  49   11   2   14  
％  64.5%  14.5%  2.6%  18.4% 





























該当数  14   47   7   6   2  
①伝達日 
％  18.4%  61.8%  9.2%  7.9%  2.6% 
該当数  18   51   1   1   5  
②実際の作成日 
％  23.7%  67.1%  1.3%  1.3%  6.6% 

























該当数  33   57   71   49   21   1   6  
％  43.4%  75.0%  93.4%  64.5%  27.6%  1.3%  7.9% 





















該当数  71   58   72   45   12   0   1  
％  93.4%  76.3%  94.7%  59.2%  15.8%  0.0%  1.3% 
有効数  n=  76 













































































































該当数  64   68   58   4   5  
％  84.2%  89.5%  76.3%  5.3%  6.6% 














質問 分析的手続 追加的レ ビュ ー手
続
（四 半 期 に お い て 実 施する） 実証手続 被監査企業に対す
る指導
監査法人内の協議 その他
   











該当数  11   48   6   12   2   0   1  
％  14.9%  64.9%  8.1%  16.2%  2.7%  0.0%  1.4% 





0.0% 14.1% 43.6% 37.2% 3.8%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
20% 40% 60% 80% 95%
 
20%  40%  60%  80%  95% 
  
(20）  (40）  (60）  (80）  (95） 
該当数  0   11   34   29   3  
％  0.0%  14.1%  43.6%  37.2%  3.8% 
 
平均  (％）  66.0% 
中央値  （％）  60.0% 
標準偏差  （％）  14.9% 
最大値  （％）  95% 
最小値  （％）  40% 
有効数  n=  78  
 
［図表 34］四半期レビューに要する時間 
11.5% 37.2% 11.5% 24.4% 14.1%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
20% 30% 40% 50% 60%
 
20%  30%  40%  50%  60% 
  
(20）  (30）  (40）  (50）  (60） 
該当数  9   29   9   19   11  
％  11.5%  37.2%  11.5%  24.4%  14.1% 
 
平均  (人）  39.2% 
中央値  （人）  40.0% 
標準偏差  （人）  13.0% 
最大値  （人）  60% 
最小値  （人）  20% 




19.2% 52.6% 3.8% 19.2% 3.8%
0% 20% 40% 60% 80% 100%











していない    
(+2)  （+1）  （0）  （-1）  (-2） 
該当数  15   41   3   15   3  
％  19.2%  52.6%  3.8%  19.2%  3.8% 
 
平均  0.6  
中央値  1.0  
標準偏差  1.1  
最大値  2  
最小値  -2  
有効数  n=  78  
 
［図表 36］四半期決算短信への関与程度 
53.2% 32.5% 5.2% 6.5%
1.3%


















該当数  41   25   4   5   1  
％  53.2%  32.5%  5.2%  6.5%  1.3% 

























第１四半期  期末日から         日 後  
第２四半期  期末日から         日 後  
第３四半期  期末日から         日 後  
②子会社データの集計 
第１四半期  期末日から         日 後  
第２四半期  期末日から         日 後  
第３四半期  期末日から         日 後  
③親会社での連結決算作業の開始 
第１四半期  期末日から         日 後  
第２四半期  期末日から         日 後  




第１四半期  期末日から         日 後  
第２四半期  期末日から         日 後  








第１四半期  期末日から         日後から 
第２四半期  期末日から         日後から 




第１四半期  期末日から         日後から 
第２四半期  期末日から         日後から 










異なる  どちらともいえない  同じ
1   2   3   4           5  









決算日後          日 頃 ま で に  
②何種類作成しているか 





























異なる  どちらともいえない  同じ












6 .  そ の 他 ｛                            ｝ （ 具体的にご記入ください。） 
ご協力ありがとうございました。 











01:水産・農林業  02:鉱業  03:建設業  04:食料品 
05:繊維製品  06:パルプ・紙  07:化学  08:医薬品 
09:石油・石炭製品  10:ゴム製品  11:鉄鋼 
12:ガラス・土石製
品 
13:非鉄金属  14:金属製品  15:機械  16:電気機器 
17:輸送用機器  18:精密機器  19:その他製品  20:電気・ガス業 
21:陸運業  22:海運業  23:空運業 
24:倉庫・運輸関連
業 
25:情報・通信  26:卸売業  27:小売業  32:不動産業 
33:サービス業 




  （正規の）従業員数 
1.   1～500 名  2.   501～1,000 名  3.   1,001～5,000 名 
4.   5,001～10,000 名  5.   10,001～20,000 名  6.   20,000 名超 
  総資産 
1.   100 億円未満  2.   100 億円以上 500 億円
未満 
3.   500 億円以上 1,000
億円未満 
4.   1,000億円以上 3,000
億円未満 
5.   3,000 億円以上 5,000
億円未満 
6.   5,000 億円以上 
  売上高 
1.   100 億円未満  2.   100 億円以上 500 億円
未満 
3.   500 億円以上 1,000
億円未満 
4.   1,000億円以上 3,000
億円未満 
5.   3,000 億円以上 5,000
億円未満 
6.   5,000 億円以上 
 
3. その他（具体的にご記入ください。 ） 
  子会社の数 
           
社 
 









1. 内部監査室等  2. 監査役室  3. 社長室・秘書室 
4. 経理  5. 財務  6. 総務 
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1 .          2 .           3 .            




第１四半期  期末日から         日 後  
第２四半期  期末日から         日 後  
第３四半期  期末日から         日 後  
②子会社データの集計 
第１四半期  期末日から         日 後  
第２四半期  期末日から         日 後  
第３四半期  期末日から         日 後  
③親会社での連結決算作業の開始 
第１四半期  期末日から         日 後  
第２四半期  期末日から         日 後  
第３四半期  期末日から         日 後  
 
(3) 四半期財務諸表の暫定的な完成日程 
第１四半期  期末日から         日 後  
第２四半期  期末日から         日 後  
第３四半期  期末日から         日 後  
 
(4) 監査人による四半期レビューの開始日程 
第１四半期  期末日から         日後から 
第２四半期  期末日から         日後から 
第３四半期  期末日から         日後から 
 
(5) 四半期財務諸表の取締役会決定の日程 
第１四半期  期末日から         日後から 
第２四半期  期末日から         日後から 









1 .       2 .        3 .        4 .        5 .         







決算日後          日 頃 ま で に  
②何種類作成しているか 
                 種 類  
③監査人に見せているか 
1 .       2 .        3 .         
4 .  そ の 他 ｛                                 ｝ （ 具体的にご記入ください。） 
 
(8) 四半期財務諸表の作成に当たっての簡便的な会計処理  （採用しているものすべてについて、
○をつけてください。＜複数回答可＞） 
1.  2.  3.  4.  5.  6. 
7.   8.   9.  10.  11.   
12. その他｛                        ｝ （具体的にご記入ください。） 
 
(9) 四半期決算短信と四半期報告の作業の重複（いずれか１つに○をつけてください。） 




①  ｛               ｝ 倍  
②時間とコストをかけている作業 
1 .       2 .        3 .        4 .        5 .         
6 .  そ の 他 ｛                                ｝ （ 具 体 的 に ご 記 入 く だ さ い 。 ）  
 
ご協力ありがとうございました。 
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5 .  そ の 他  ｛                            ｝ （ 具 体 的 に ご 記 入 く だ さ い 。 ）
 










1. かなり異なる  2. 異なる  3. どちらでもない 
4. あまり異ならない  5. ほとんど異ならない   














1. かなり重複している  2. 少し重複している 
3. どちらともいえない  4. あまり重複していない 










7 .  そ の 他 ｛                            ｝ （ 具体的にご記入ください。） 
 
(11) 四半期レビューで提供される保証の水準について、以下の割合のうち、どの程度であると考え
られますか。最も適切だと考えられる番号を 1 つ選んで、回答票にその番号をご記入下さい。 
20%  40%  60%  80% 95%





20%  30%  40%  50% 60%
1  2  3  4 5
ご協力ありがとうございました。 







（該当する番号を〇印で囲んでください。また、{    }欄については、具体的にご記入願い
ます。 ） 
 
1.  貴監査事務所の属性についてお聞かせください。 
①監査事務所の形態 
1.  監査法人                            2.  個人事務所 
3. その他 ｛                    ｝ （具体的にご記入ください。 ）  
②所属する公認会計士数 
1.    1～10 人            2.   11～50 人            3.   51～100 人 
4.  100～200 人      5 .     2 0 1 人以上 
③担当上場企業数 
1.    1～10 社            2.   11～50 社            3.   51～100 社 
4.  100～200 社           5.  201 社以上 
④海外ネットワーク・ファームとの提携の有無 
1. 提携している            2. 提携していない 




1.  公認会計士            2.  会計士補又は公認会計士試験合格者 
3. その他 ｛                    ｝ （具体的にご記入ください。 ） 
②職位 
1.  代表社員            2.  社員            3.  マネージャー 
4.  シニア              5.  ジュニア         
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回 答 票 
質問票に対するご回答は、この用紙にご記入ください。 
 
(1) 子会社ごとの個別四半期財務諸表のレビュー（いずれか 1 つに○をつけてください。 ） 
1 .          2 .          3 .           
4.  ｛                        ｝ （具体的にご記入ください。 ）  
 
(2) 各四半期の四半期レビュー手続の相違（いずれか 1 つに○をつけてください。 ） 
1 .          2 .          3 .          4 .          5 .         
 







①伝達日（いずれか 1 つに○をつけてください。 ） 
1 .          2 .          3 .          4 .           
5.  ｛                      ｝ （具体的にご記入ください。 ）  
②実際の報告書の作成日（いずれか 1 つに○をつけてください。 ） 
1 .          2 .          3 .          4 .            
5.  ｛                      ｝ （具体的にご記入ください。 ）  
 
(4) 四半期レビュー手続の質問（当てはまるものすべてに○をつけてください。 ） 
1 .        2 .       3 .        4 .       5 .       6 .         
7.  ｛                        ｝ （具体的にご記入ください。 ）  
 
(5) 四半期レビュー手続の分析的手続（当てはまるものすべてに○をつけてください。 ） 
1 .        2 .       3 .        4 .       5 .       6 .         




1 .          2 .          3 .          4 .             
5.  ｛                        ｝ （具体的にご記入ください。 ）  
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②各四半期によって指摘事項が異なるか否か。 （いずれか一つに○をつけてください。 ） 
1 .         2 .         3 .         4 .         5 .           





(8) 四半期の決算短信（いずれか一つに○をつけてください。 ） 
1 .          2 .          3 .          4 .             




1 .         2 .         3 .         4 .         5 .       
 
(10) 四半期決算において、 最も時間をかけている作業 （いずれか一つに○をつけてください。 ）  
1 .        2 .       3 .        4 .       5 .       6 .         
7.  ｛                        ｝ （具体的にご記入ください。 ）  
 
(11) 四半期レビューで提供される保証の水準（いずれか一つに○をつけてください。 ） 
20%  40%  60%  80% 95%
1  2  3  4 5
 
(12) 四半期レビューにかかる時間（いずれか一つに○をつけてください。 ） 
20%  30%  40%  50% 60%
1  2  3  4 5
 
ご協力ありがとうございました。 















(2) 上記の（１）で 1.、2.又は 3.と回答された方に伺います。 
①  四半期報告書の最初に注目する箇所と、次に注目する箇所を選んで、それぞれの番号を回
答票に記入してください。 
1. 企業の概況  2. 事業の状況 
3. 設備の状況  4. 提出会社の状況 
5. 経理の状況（概要）  6. 連結財務諸表 
7. レビュー報告書   
8 .  そ の 他 ｛                     ｝ （ 具 体 的 に ご 記 入 く だ さ い 。 ）  
 
②  有用な情報は何ですか。以下のうち、最も有用な情報（必ず用いる情報）と、2 番目に有用な
情報（次に用いる情報）を選んで、それぞれの番号を回答票に記入してください。 
1. 売上や利益の見通し（予想額）  2. 当該四半期の業績数値 
3. 前年同期との比較  4. 直前の四半期との比較 
5. 通年の業績見通しの達成度  6. 当該四半期業績に関する説明 
7. 今後の業績見通しに関する説明  8. 異常事項の有無 
9. 四半期レビュー報告書の内容   
1 0 .  そ の 他 ｛                     ｝ （ 具体的にご記入ください。） 
 
(3) 上記の（１）で 3.、4. 又は 5.と回答された方に伺います。 








7 .  そ の 他 ｛                     ｝ （ 具 体 的 に ご 記 入 く だ さ い 。 ）  
89(4) 現在、四半期報告の簡素化が検討されていますが、以下のうち、最も適切だと考えるものを１つ
選んで、回答票にその番号をご記入ください。 



























(7) 四半期レビュー報告書の必要性について、以下のうち最も適切だと考えるものを 1 つ選んで（5
点スケール）、回答票にその番号をご記入下さい。 
必要  どちらともいえない  必要ではない









5 .  そ の 他 ｛                                ｝ （ 具 体 的 に ご 記 入 く だ さ い 。 ）  
 
(9) 四半期レビューで提供される保証の水準について、以下の割合のうち、どの程度と考えられま
すか、最も適切だと考えられる番号を 1 つ選んで、回答票にその番号をご記入下さい。 
20%  40%  60%  80%         9 5 %  




































01:水産・農林業  02:鉱業  03:建設業  04:食料品 
05:繊維製品  06:パルプ・紙  07:化学  08:医薬品 
09:石油・石炭製品  10:ゴム製品  11:鉄鋼  12:ガラス・土石製品 
13:非鉄金属  14:金属製品  15:機械  16:電気機器 
17:輸送用機器  18:精密機器  19:その他製品  20:電気・ガス業 
21:陸運業  22:海運業  23:空運業  24:倉庫・運輸関連業 
25:情報・通信  26:卸売業  27:小売業  32:不動産業 








1.    5 年未満 
2.    5 年以上 10 年未満 
3.   10 年以上 15 年未満 
4.   15 年以上 20 年未満 






















回 答 票 
質問票に対するご回答は、この用紙にご記入ください。 
 
(1)  四半期情報の有用性（いずれか１つに○をつけてください。） 
1 .            2 .           3 .           4 .           5 .  
 
(2) 上記の（１）で 1.、2.又は 3.と回答された方に伺います。 
 
①  四半期報告書の最初に注目する箇所（いずれか１つに○をつけてください。） 
1 .            2 .            3 .            4 .  
5 .            6 .            7 .            8 .  
次に注目する箇所（いずれか１つに○をつけてください。） 
1 .            2 .            3 .            4 .  
5 .            6 .            7 .            8 .  
②  最も有用な情報（必ず用いる情報）（いずれか１つに○をつけてください。） 
1 .            2 .            3 .            4 .            5 .             
6 .            7 .            8 .            9 .             
10. そ の 他 ｛                                  ｝ （ 具体的にご記入ください。） 
2 番目に有用な情報（次に用いる情報）（いずれか１つに○をつけてください。） 
1 .            2 .            3 .            4 .            5 .             
6 .            7 .            8 .            9 .             
10. そ の 他 ｛                                  ｝ （ 具体的にご記入ください。） 
 
(3) 上記の（１）で 3.、4. 又は 5.と回答された方に伺います。 
 
有用ではないと考える理由として最も当てはまる理由（いずれか１つに○をつけてください。） 
1 .            2 .            3 .            4 .            5 .            6 .   
7. そ の 他 ｛                                  ｝ （ 具体的にご記入ください。） 
2 番目に当てはまる理由（いずれか１つに○をつけてください。） 
1 .            2 .            3 .            4 .            5 .            6 .   





1 .            2 .            3 .            4 .            5 .            6 .   
7. そ の 他 ｛                                  ｝ （ 具体的にご記入ください。） 
 
(5) 四半期情報の拡充（いずれか１つに○をつけてください。） 
1 .            2 .            3 .            4 .            5 .            6 .   
7. そ の 他 ｛                                  ｝ （ 具体的にご記入ください。） 
 
(6) 四半期情報の利用の程度（いずれか１つに○をつけてください。） 
1 .            2 .            3 .            4 .            5 .             
 
(7) 四半期レビュー報告書の必要性（いずれか１つに○をつけてください。） 
必要  どちらともいえない  必要ではない
1   2   3   4           5  
 
(8) 上記の(7)で必要、或いは不要と回答された場合の理由（いずれか１つに○をつけてください。） 
1 .            2 .            3 .            4 .             
5. そ の 他 ｛                                  ｝ （ 具体的にご記入ください。） 
 
(9) 四半期レビューで提供される保証の水準（いずれか１つに○をつけてください。） 
20%  40%  60%  80%         9 5 %  
1   2   3   4            5  
 
(10) 決算短信への監査人による信頼性の保証（いずれか１つに○をつけてください。） 
1 .            2 .            3 .            4 .            5 .             
 
(11) 上記の(10)における 1.2.4.5 を選択された場合の理由（いずれか１つに○をつけてください。） 
1 .            2 .            3 .            4 .             
5. そ の 他 ｛                                  ｝ （ 具体的にご記入ください。） 
 
 
ご協力ありがとうございました。 
 
95